
様式第1号の2（第6条関係）

　　年    月    日

（あて先）岐阜市長

（申請者）住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　）　　－

消費税等に係る仕入税額控除確認書


建築物耐震診断事業（要安全確認計画記載建築物に限る。）に要する費用に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）については、次のとおりです。


□　事業に要する費用に消費税等を含めず岐阜市建築物等耐震化促進事業費補助金の交付を申請します。
□　以下の理由により、消費税等仕入税額控除を行いませんので、事業に要する費用に消費税等を含めて岐阜市建築物等耐震化促進事業費補助金の交付を申請します。
　なお、消費税等の申告により変更が生じた場合には、速やかにその旨を報告します。事業に要する費用に消費税等を含めて申請した後に、消費税等仕入税額控除を行うこととなった場合には、消費税等仕入控除税額に係る部分の補助金を返還します。
　また、市長から課税売上高等について報告を求められた場合においては、速やかに報告を行います。	
			
【理由】（該当する項目にチェック）
□　1 消費税法及び地方税法における消費税等の納税義務者でない。
□　2 消費税等の免税事業者であり、かつ課税事業者を選択していない。
□　3 簡易課税事業者である。
□　4 消費税法別表第3に列挙される法人（公益法人等）であり、特定収入割合が5％を超えている。
□　5 その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




様式第5号（第10条関係）

　　年    月    日

（あて先）岐阜市長

（申請者）住　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　）　　－

消費税等に係る仕入控除税額報告書


　　　年　　月　　日付け岐阜市指令　　第　　号で交付決定を受けた　　　年度の岐阜市建築物等耐震化促進事業費補助金について、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の申告により、消費税等仕入控除税額が確定したため、下記のとおり報告します。

記

1　補助金確定額
　金　　　　　　　　　　　　円

2　消費税等仕入控除税額（補助金返還額）
金　　　　　　　　　　　　円

3　添付書類
(1)　消費税等仕入控除税額の積算内訳書
(2)　上記の記載内容を確認するための書類（補助金の交付決定を受けた年度の消費税等の確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料等）



